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1はじめに
本稿の目的は，モザール（MOZAL S.A.R.L）社の工場管理のシステムを説明することである。
モザール社は，モザンビークにあるアルミニウム地金の製造会社である。筆者は，2011年９月12
日に，首都マプト近郊に立地するモザール社を訪問した。アフリカにおける日本型生産システムの
移転可能性に関する調査研究の一環として，日本の三菱商事株式会社（以下，三菱商事）が資本参
加するモザール社を調査対象に選択したことによる。これまで主として加工組立型の製造企業を対
象に調査研究を行ってきたが，アフリカでは調査対象範囲を広げて，天然資源産業とそれに資本参
加する商社も対象とした（注１）。
モザールは，南アフリカ共和国（以下，南アフリカ）の企業がモザンビークにおける事業を推進
し，世界銀行グループが資金提供をしたことから，国際的にも注目を集めた。プロジェクトの発足
時点における研究を紹介しておく。エスティは，プロジェクト・ファイナンスの視点から，世界銀
行グループのIFC（International Finance Corporation，国際金融公社）による融資の決定が，事業
発足の決め手になったという。IFCが「正直な仲介者」として，金融機関による融資を促す役割を
果たしたのである（Esty, 2003）。カステル−ブランコとゴルディンは，モザールの自国経済への
インパクトについて肯定的な側面と否定的な側面を述べている（Castel-Branco and Goldin, 2003）。
またカステル−ブランコは，プロジェクトが，南アフリカの天然資源企業による資本蓄積の延長上
に始めたものであり，モザンビーク経済における産業連関と技術移転に制約があること，それゆえ
開発政策として限界があることを指摘する（Castel-Branco, 2004）。
筆者は本稿をまとめるにあたってこれらの研究を参考にしたが，訪問の際の関心は，日本型生産
システムのアフリカへの移転可能性と企業組織内部の管理システムを見ることであり，本稿もその
観点から整理した。
経営者へのインタビューと工場見学をとおして，次の二つの点で興味深い事実発見があった。第
一は，モザール社が工場管理において，日本の生産システムとよく似た制度を採用していることで
ある。BHPビリトン（BHP Billiton）社が，経営の主導権を持つのであるが，親会社から受け入れ
て採用したシステムが結果的に日本のものとよく似ているのである。第二は，モザール社が，CSR
（Corporate Social Responsibility，企業の社会的責任）活動において，優れた成果をあげているこ
とである。企業による地域社会への貢献活動として出色である。
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2本稿の構成を説明する。第１章では，モザール・プロジェクトの推進主体と事業の概要を説明す
る。第２章では，工場見学をもとにしてアルミニウム製錬所の技術的な説明を行う。同製錬所が国
際標準の技術を備えた事業であることを明らかにする。第３章は，経営者へのインタビューと工場
見学時の説明をもとにして，作業組織や生産管理について説明する。目標管理，企業内の技能訓練，
賃金などにおいて日本のシステムに良く似た制度を確認できたのである。第４章は，CSR活動に関
する説明である。プロジェクトの発足にあたって，社会貢献を果たすことが条件となっており，そ
れを実現したものである。最後に，調査研究の関心にそくして本調査の事実発見の示唆することを
まとめておく。
（注１）モザール社を訪問したのは，筆者が参加する日本多国籍企業研究グループ（研究代表：安保哲夫）に
よる，アフリカに関する調査研究の一環として，同社を選択したことによる。同研究グループは，1986
年の北米の日系企業の調査以来，アジア，欧州，中南米に立地する日本企業を対象に調査研究を行って
きた。調査の課題は，日本型生産システムの海外への移転可能性である。このたび，残された最後のフ
ロンティアともいうべきアフリカにおける日本関連企業を研究することになった。調査に当たっては，
学術研究振興資金（日本私立学校振興・共済事業団）（2009〜2011年度）および科学研究費補助金・基
盤研究B・海外学術調査（2010〜2012年度）の資金援助を得た。これまでのところ，北部アフリカ（エ
ジプト，モロッコ，チュニジア），東部アフリカ（ケニア，タンザニア），南部アフリカ（南アフリカ，
モザンビーク，ジンバブエ，スワジランド，マダガスカル）および西部アフリカ（ナイジェリア）を訪
問し，日本，欧米および現地の企業，さらには政府機関，労働組合などを調査することができた。本稿
はその一端を紹介するものである。ここで本稿作成の経過を説明しておく。モザール社の訪問に当たっ
ては，モザール社及び三菱商事の協力を得た。2010年に訪問することになっていたが，現地で国際的な
小麦価格の上昇によるパン価格の引き上げに伴う暴動が発生したため中止となり，訪問が実現したのは
翌年であった。現地調査後に作成した会社記録は三菱商事を通してモザール社に確認していただいた。
本稿については，日本語および英語の原稿を両社に送付し，確認をえた。両社には調査訪問の受け入れ
ばかりでなく，その後の面倒な事実の確認や修正まで対応していただいた。あらためて両社とりわけ三
菱商事の関係者に深く感謝する。もちろん本稿の責任は筆者にある。
１．モザール・プロジェクト
現地政府や国際機関は，モザールのアルミニウム地金生産事業をモザール・プロジェクトと呼ん
だ。それは，経済開発に後れたモザンビークが，初めて迎えた国際機関の協力による大プロジェク
トであった。
そこでまずモザンビークの地理と歴史をみておく。モザンビークは，地理的には，アフリカ南東
部のインド洋にのぞむ地点にあり，南部は南アフリカ共和国，北部はタンザニアと国境を接してい
る。かつてポルトガルの植民地であり，ポルトガル領東アフリカの首都が，モザンビーク島におか
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れたことが，今日の国名のもとになっている。モザンビークは，多くのアフリカ諸国よりやや後れ
て1975年に政治的な独立を達成した。独立後，隣国タンザニアなどとともに社会主義を目指した。
しかし社会主義政権のもとで，政府側と反政府側の内戦が続いた。1975年から1992年の間，内戦
が多くの人命を奪い，経済的インフラストラクチャーを破壊した。やがて内戦終結後，正式国名は，
モザンビーク人民共和国からモザンビーク共和国（Republic of Mozambique）に変わる。そして
1990年代の半ばから南アフリカ共和国との協力を深めることになる。さらに国営企業の民営化を
推進して，経済開発を進めた。しかし，一人当たりGDPは，2008年現在896ドルであり（IMF統計
による），依然としてアフリカの中でも最貧国に属する。人口は約2,200万人であり，多くはないが
工業化を達成するには十分な規模である。こうして，経済開発を推進する上で外国企業の導入は有
力な方法であり，モザールはモザンビーク政府にとってそのモデルケースとなった。実際，われわ
れが工場訪問の際見た，同社の紹介ビデオでは，政府要人の訪問，生産と雇用そして輸出における
モザンビーク経済への寄与，などを紹介していた。
次に，モザール社の事業概要を表１：モザール社の概要，を用いて説明する。表１の株主構成を
見ていただきたい。モザール社には四つのアクターがいることを確認できる。すなわちBHPビリ
トンが47%，三菱商事が25％，南アフリカ開発公社が24％，そしてモザンビーク政府が4％の株式
をそれぞれ所有する。
表１：モザール社の概要
会社名 MOZAL
所在地 Beluluane Industrial Park, Boane District, Maputo, Mozambique
会社設立 1998年
株主 BHPビリトン47％，三菱商事25％，南アフリカ開発公社24％，モザンビーク政府４％。
派遣者 BHPビリトン約40名，三菱商事2名。
従業員 1,200人。
製品 アルミニウム地金
生産能力 年間560,000トン
市場 現在のところ全量輸出，欧州向け。
労働組合 あり
出所：三菱商事提供資料（2010年）及びモザール社でのインタビュー（2011年）による。
まず最大株主のBHPビリトンからみてゆく。2001年にBHPとビリトンの２社が合併してできた
同社は，天然資源の開発と生産・販売を広範囲に行う多国籍企業である（注２）。モザール・プロジェ
クトを推進したのは，合併前のビリトン社であった（注３）。さらに言えばのちにビリトン社が100％
株式を取得する南アフリカのアルサフ（Alusaf）社にさかのぼる。すでに南アフリカにおいてアル
ミニウムの製錬事業を行っていたアルサフ社が，モザンビーク政府に，事業を働きかけたのである。
BHPビリトン社は，約40名をモザールに派遣している。
次 は， 南 ア フ リ カ 政 府 傘 下 の 開 発 公 社 で あ る。 南 ア フ リ カ 開 発 公 社（IDC: Industrial 
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の株式を所有する株主でもあった。同公社は，南アフリカの経済開発省が所有する政府系金融機関
である。南アフリカの電力供給会社であるESKOMがモザールに対して，電力を供給する。アルミ
ニウム製造は大量の電力を必要とする。その電力を供給するのが，南アフリカのESKOMである。
このように，南アフリカ政府傘下の開発公社と電力会社が，アルミニウム地金製造事業に協力する
のである。
そして日本の三菱商事が４分の１の株式を所有する。三菱商事は，石油危機による電力価格の高
騰で日本国内では生産が困難になったアルミ製錬事業を，南アフリカにおいても考慮していた。三
菱商事にとってモザール・プロジェクトは，信用のおけるパートナーとの事業であった。南アフリ
カ共和国とモザンビークの両国政府が支援しており，BHPビリトンが事業を担うからである。三
菱商事は，２名の日本人を派遣しており，又取締役会にも２名が名を連ねている。同社の金属グル
ープ・アルミ事業ユニットが，本事業の主幹ユニットである。最後は，モザンビーク政府である。
政府は，内戦終結後，やっと迎えた経済開発の機会をいかすべく外国企業の誘致と国際機関の資金
供給に力を尽くした。
このモザール・プロジェクトに，世界銀行グループが協力した。話は出発点に戻るが，むしろ，
世界銀行グループが金融支援を決定したことが，このプロジェクトの実現を可能にしたのである。
世界銀行グループのうち，まず発展途上国の民間セクター・プロジェクトに資金供給を行う機関で
あるIFCが，1997年に，融資を決定した。IFCの融資決定は他の世界銀行グループの協力を促した。
1998年には，MIGA（Multilateral Investment Guarantee Agency，多数国間投資保証機関）が，南
アフリカ開発公社の投資を保証した。同じ年に，最貧国に無利子で融資を行うIDA（International 
Development Association，国際開発協会）が，プロジェクトへの直接間接の融資を行った（注４）。国
際的に信用のある世界銀行グループによる融資は，日本や欧州の開発支援を担当する金融機関によ
る融資を促した。
モザール社は，二期に分けてプロジェクトを推進した。表２のように，第一期と第二期の二つで
ある。そのいずれも，世界銀行グループが，資金融資を行った。ここで改めて表１から，基本的な
事業の要素を整理しておくと，製品はアルミニウム地金であり，生産能力は年間56万トンである。
この能力は，当時の海外のアルミ製錬所の規模と比較するとトップクラスに属しており，規模の経
済性を備えているもの言える。そして製品は全量を輸出している。このように，モザールの製品は
表２：モザール社の事業の拡張
第一期 第二期
年間生産能力 280,000トン 280,000トン
建設所要資金 1,206百万米ドル 682百万米ドル
建設開始 1998年５月 2001年６月
稼働開始 2000年６月 2003年４月
出所：BHP Billitonホームページ，Investors & Media Latest News, 9 October 2003, “Mozal Smelter Expansion 
　　　Officially Open”, アクセス日，2012年１月14日，および表１と同じ。
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全量を欧州を中心とした市場で販売しており，品質や納期においても国際標準を満たす必要がある。
なお，株主は株式の所有比率に応じて生産したアルミニウムの販売を引き受けており，例えば三菱
商事は，25%の製品の販売を担当する。
（注２）BHPビリトンは，BHP社とビリトン（Billiton）社が2001年１月に合併してできた会社であり本社の所
在地は，オーストラリアのメルボルンである。同社は，二つの会社がともに存続する2元上場会社であ
る。BHP Billiton Limited（元BHP Limited）が世界本社となり，オーストラリア証券市場で株式を上場
する。BHP Billiton Plc（元Billiton Plc）はロンドンに本社があり，ロンドン証券取引所で上場する。両
社にはそれぞれ取締役会があるが，経営は単一の経営チームが担うのである。
　BHPビリトン社の売上高（2010年）は，527億ドルである。事業部門別の売上高を順にみると，鉄鉱
石111億ドル，卑金属類（銅・銀など）104億ドル，石油87億ドル，冶金用石炭60億ドル，アルミニウム
43億ドル，エネルギー用石炭42億ドル，ステンレス鋼原材料（ニッケルなど）36億ドル，マンガン21億
ドル，ダイヤモンド他貴金属12億ドル（2010年）であり，アルミニウムは第５位に相当する。資料出所
は，同社のホームページによる，アクセス日は，2012年１月13日。
（注３）ここでBHPビリトン社を構成する２社の歴史を紹介しておく。モザール・プロジェクトを推進したの
はビリトン社なので，こちらを詳しく説明する。ビリトン社は，1860年にオランダで設立された。社名
はオランダの植民地であったインドネシアのビリトン島（現地語ではBelitung）で錫を発見したことに
由来する。その後世界各地で，天然資源産業に参画する。ビリトン社はオランダで設立されたのち，所
有者が変わった。ロイヤルダッチシェル（1970年）に続いて南アフリカのジェンコール（Gencor）社
が所有者となった（1994年）。ジェンコールグループのアルミニウム事業部門を構成するアルサフ
（Alusaf）が，本文で述べたように南アフリカのアルミニウム生産事業に続いてモザンビークにおける
事業を推進したのである。ところがジェンコール社は貴金属（金とプラチナ）事業を手元に残し，ビリ
トン社に非貴金属事業（アルミニウムなど）を移した。そして1997年，ビリトン社がロンドン証券市場
で上場した。
　他方，BHP社は，1883年にオーストラリアで設立された。会社は，２年後Broken Hill Proprietary 
Company Limitedとなり，BHPの会社名はそれに由来する。Broken Hillは，オーストラリアのニューサ
ウス・ウエールズの地名である。
（注４）本文で述べたように，世界銀行グループによるモザールへの，いわば重装備による資金協力がプロジ
ェクトの成功に重要な役割を果たしたので，改めてそれら機関を紹介しておく。IFCは，1956年設立で，
発展途上国において民間セクターにおけるプロジェクトへの呼び水となる投融資活動を行う。それゆえ
「持続可能な開発」を課題として掲げて，対象となる事業には環境や社会への貢献を期待する。IDAは，
1960年設立で，最貧国への資金提供を目的としており，35年から40年間という長期で無利子の融資を行
い，債務返済の困難な貧困国には贈与も提供する。MIGAは，1988年設立で，発展途上国における非商
業リスク（収用，戦争・内乱，契約不履行など）から投資家を保護することを目的とする。
6２．モザールの製錬所
まず，アルミニウムの金属特性と製造方法を説明しておく。アルミニウムは，金属のなかでは比
較的強度が強くかつ軽いという特性をもっている。そのため，軽量化による金属性能の向上が求め
られる輸送機械や大型構造物の材料として需要が伸びている。
アルミニウムは三つのプロセスを経て生産される。すなわち原材料であるボーキサイトの採掘
（mining），ボーキサイトからアルミナ（alumina）（酸化アルミニウム）を抽出する精製（refining），
そしてアルミナからアルミニウム（aluminium metal）を生産する製錬（smelting）の３プロセスで
ある。原材料のボーキサイトは，赤褐色の鉱石であり，地表近くに分布する。アルミナ工場におい
てこの鉱石からアルミナを抽出する。このアルミナをアルミニウムに変えるのが，本稿が対象とし
ているアルミニウムの生産工場である。
ボーキサイトからは酸化アルミニウムの状態でアルミニウム分を抽出する為，更に酸化アルミニ
ウムを還元する必要がある。酸化アルミニウムを還元するには，電気分解法を用いる。電解製錬法
（Electrolytic Refining）とよばれる電気分解では，陽極と陰極の化学反応を利用する。アルミニウ
ムの製錬所（Aluminium Smelter）の設備機械類の特徴は，装置産業となることである。それゆえ，
製錬所の主たる作業は装置類の計器操作とメンテナンスである。モザール社の装置類は，フランス
のペシネー（Pechiney）社（現リオ・ティント・アルキャン，Rio Tinto Alcan）製であり，アルミ
製錬の技術も同社から購入した。
次に，表３：設備構成と現場従業員，を見ながら，モザール社の三つの工場を説明する。製錬所
は，大きく分けて（１）炭素工場（carbon plant），（２）還元工場 (reduction plant)，（３）キャス
ト・ハウス（cast house），以上の三つの工場からなり，それぞれ独立した建屋の中にある。この
うち溶融アルミニウムを生産するのは（２）の還元工場である。そこでは中間素材のアルミナから
電気分解によってアルミニウムを抽出するのである。（１）炭素工場は，アルミナを還元工場にお
いてアルミニウムに還元する際に必要な，陽極を生産する工場である。（３）のキャスト・ハウス
は，出来上がった溶融アルミニウムを鋳型に入れて鋳造し，インゴットを生産する工場である。
モザール社の原材料類の供給ルートを説明しておく。主原料のアルミナは，西オーストラリアに
あるBHPビリトン社のワースレー精製所（Worsley Refinery）から輸入する。電力は南アフリカ共
和国の電力公社であるESKOMにより北部のカホラバッサから供給される。副原料のコークスは，
表３：設備構成と現場従業員
項目 設備など
炭素工場 ①成形，②焼成，③ロディング
還元工場 ポット144×４．
キャスト・ハウス ①保持炉，②モウルディング，③デモウルディング，④冷却
現場従業員 800人
シフト制 ４組２交替，24時間操業
出所：インタビューおよび工場見学による。
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米国と中国から輸入している（注５）。
まず（１）炭素工場は，陽極（Anode）を製造する工場であり，三つの工程がある。①成型工程
は，コークスとピッチを混ぜて押し固め成形する工程である。ここでできる製品（ブロック）は
Green Anodeと呼ばれる。つぎは，②焼成工程で，Green Anodeを焼成する工程である。焼成期間
は約2週間であり，これが炭素工場のサイクルタイムを規定する。焼成された製品はBaked Anode
と呼ばれる。最後は③ロディング工程で，焼成された炭素ブロックにアルミの合金鉄の棒を立てる
工程である。棒は電流を流すために必要な材料である。製品はRodded Anodeと呼ばれる。炭素工
場では，作業者はカーボンの粉塵を吸いこまないように防護マスク（Respirator）を着用していた。
そして（２）の還元工場は，製錬所のなかで最も広いスペースをとる。ポットと呼ばれるアルミ
ニウムの還元装置が工場建屋の中にある。ポットは横長で，その大きさは長さ10ｍ，高さと幅は
それぞれ２ｍほどであり，Rodded Anodeがその中に立っているのである。このポットが横に並べ
られた形で144本ある。これをポットラインとよぶ（モザールは計４つのポットラインを保有）。
以下ポットラインの外観を工場見学で確認したとおりに記述する。ポット上部には主原料のアル
ミナを供給する管がつながっている。ポットの横には，電流を供給する付属装置が５本付いている。
ポットの中では，陽極と陰極の酸化還元反応により，アルミナの酸素とカーボンの炭素が結合して
二酸化炭素になり，アルミニウムが還元されるのである。われわれは，ガラスの窓からポットライ
ンを見たが，工場の中では人を見ることはなかった。工場の作業の大半は自動化されており，装置
の操作室は別のところにある。当日ポットラインのそばで作業者をみることはなかったが，陽極
（Anode）の交換時には，作業員が現場で作業を行い，装置のメンテナンスを行う作業員は現場に
いる。還元工程は，大量の電流を供給するので強い磁場が発生する。日本人の派遣者が持っていた
コインをポケットから出すと，10数個のコインがすべて接着していた。
最後は（３）キャスト・ハウスである。ここは，還元工程でできた液体のアルミニウムをインゴ
ット型に流し込み，成形する工程である。この工程でできたアルミニウム地金が製品として販売さ
れる。この工程は四つからなる。①保持炉は，還元工程から出てきた流動状態のアルミニウムが固
化しないように加熱して液体アルミニウムのまま保持しておく工程である。②モウルディング工程
は，長方形の鋳型にアルミニウムを流し込んで固める工程である。鋳型が順番にラインを流れて，
その間に固まるのである。③デモウルディング工程は，鋳型を裏返しにして，固まったアルミニウ
ムを鋳型からはずす工程である。④冷却工程は，鋳型の大きさに固まったアルミニウムに水をかけ
て冷却する工程である。以上の四工程の作業は一部を除き自動化されており，われわれの見学時点
では，作業者をみることはなかった。高熱のアルミニウムを鋳型に注入する工程は，危険をともな
う作業であるが，自動化されていた。しかし固まったアルミニウムをそろえる際の目視による品質
チェックの作業や機械のメンテナンスの作業は，現場で行われる。
ここで最終製品であるアルミニウム地金の販売単位と価格を説明しておく。１トンのアルミニウ
ムがバンドルと呼ばれ，それが売買の際の単位となる。鋳型一個当たりのアルミニウムは約22.7kg
である。それで44本の鋳型により１トンのバンドルが生産されるのである。ちなみに，2011年10
8月現在の市場価格は，１トン当たり2,200ドルであり，インゴット１本（約22.7kg）は，約50ドル
となる（注６）。
（注５）BHPビリトン社の資料からアルミニウムの費用構成を見ておこう。原材料のアルミナと電力が主要費
用であることを確認できる。すなわち，アルミナが37％，電力が25％であり，その二つの費目で６割を
超える。労務費は８％であるので，あまり大きな項目ではない。コークスは７％，である（BHPビリト
ン，Reports & Presentations, Metal Cash Cost, 2003）。したがってアルミニウムの生産においては，主原
材料のアルミナの価格とその消費効率を示す原単位および電力の価格と消費効率が費用に決定的な役割
を果たす。またアルミニウム１トンの生産には，1.92トンのアルミナが理論上必要であるという。なお，
ボーキサイトはオーストラリアが世界最大の生産国である。ついで中国，ブラジル，ギニアなどが産出
する。
（注６）ちなみに，日本のアルミニウム圧延製品の年間消費量は，約200万トン（2010年，World Metal 
Statisticsによる）であるので，モザールの生産能力56万トンは，その約４分の１に相当する。なお，ア
ルミニウムは，再生が容易である。アルミナから新たに生産されたアルミニウムを新地金とよび，再生
された地金を二次（再生）地金と呼ぶことがある。日本の生産量は両方を合わせて約400万トンに達す
る。このうち，新地金はほぼ輸入しており，約200万トンになる（2010年度実績）。
３．工場の管理
われわれは，日本型生産システムの海外移転可能性を研究テーマとして，工場を訪問し調査を行
っている。この工場，正確にいえば，製錬所の操業を担当するのはBHPビリトンである。日本の
三菱商事は，取締役会に役員を派遣しているが，工場の操業は担当していない。操業技術はBHP
ビリトン，厳密にいえばもとの南アフリカのビリトンから来る。そして人の管理方法は，ビリトン
から来るが，従業員はモザンビーク人である。ところが，結果的に，生産管理と作業組織は，我々
が考える日本のシステムに良く似ているのである。すくなくとも，日本のシステムとの整合性があ
る。以下の記述は，モザール社の社長（Asset President）と経理部長（Head of Finance）とのイ
ンタビューと工場見学時の説明にもとづいている。
（１）目標管理
まず，生産管理に関する情報から紹介する。各種装置からなる工程は，バッチ処理が行われてい
る。残念ながら，その詳しい実態は聞けなかったが，各工程の装置は整然と動いていた。そうした
装置の稼働状況とは別に，工場では目標管理を行っていることを確認した。キャスト・ハウスの現
場従業員のミーティング・ルームで目標管理の各種グラフを見た。コスト，安全，品質，生産量等
の日本企業の工場で良く見かけるグラフが掲示されていた。聞けば，このシステムはBAOS （Billiton 
Alminium Operating System）とよぶ，ビリトン社から来たシステムである。工場現場のチームが，
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年単位で各種目標を設定し，成果を日単位で確認するものである。これは，諸項目（生産量，品質，
安全，欠勤率など）について，年１回，現場のチームと会社側がそれぞれ目標を立てて，両方の目
標をすり合わせて決める。そして毎日，チームで目標の達成状況を確認するのだという。
そしてこのBAOSとはとは別に，事務所や工場の入り口などに電気表示の大きなディスプレーが
あり，三項目の目標が掲げられていた。それは，安全，品質そして生産量の３項目について，目標
値と当日の実績値を比較して表示するものであった。安全に関しては，無事故での連続操業日数，
品質に関してはアルミニウム中の鉄分濃度の目標値，生産量に関してはアルミニウムの日産目標を
設定していた。この三つはデイリー・メッセージとして，工場の従業員に報告しているものである。
工場の目標管理は，目標を掲げ実績値をそれと比較しながら工場の成果を確認し，目標値を上げ
ることで成果を向上させる管理手法である。目標値を上げてゆくことで，工場の成果が向上する。
それには，ハードとソフトの技術とともに従業員の仕事の仕方を改善する必要がある。仕事のプロ
セスを改善するには，現場の従業員が改善マインドを持ち，技能の向上，管理技法の習得をする必
要がある。そして経営トップが工場の成果に関する合理的な判断を行うとともに適切なリーダーシ
ップを発揮しなければならない。そうした目標管理の実践プロセスを聞くことはできなかったが，
次に見る現場従業員の作業の管理や，教育訓練などは，目標管理と整合的である。工場の要所でみ
たデイリー・メッセージとミーティング・ルームでみた各種グラフから，目標管理の実践を確認で
きた（注７）。
（２）作業組織
つぎに，作業組織に関する情報を紹介する。現場のチームを管理するのは，スーパーバイザー
（以下SV）であり，チームメンバーは10から15名程度であるという。まず，多能工について聞いた。
日本の作業現場では，従業員が本来の職務をこなすだけでなく，チーム内の仕事の交替（ジョブ・
ローテーション）の実施，現場従業員が品質に責任を持つこと，現場で発生する品質等の問題を解
決するという事情を説明し，この工場ではどうかと質問した。それに対する社長の答えは，現場従
業員には複数作業（multiple tasks）をするように指導していると答えた。例としてカーボン工程
のなかの，品質を目視チェックするオペレーターが別の仕事をすることがある例をあげた。また同
じ工程のなかにおけるジョブ・ローテーションも実施している。そして現場従業員は品質に責任を
持っていると答えた。実際，目標管理の一環として品質問題を現場でチェックし，解決するグラフ
を見た。また，装置が多いのでそれらの巡回検査作業がある。筆者はかつて，日本のある製鉄所で
溶鉱炉の巡回作業を，炉前工が行っているという話を聞いたことがあった。それを思い出しつつ，
この工場では設備装置の巡回検査は，だれが行っているのかと聞くと，メンテナンス要員ではなく，
オペレーターと称する現場従業員が担当するとのことであった。
こうしてみると，現場のオペレーターは，チーム内のジョブ・ローテーションの実施，品質管理
に責任を持つこと，そして巡回検査を通した設備メンテナンスへの関与と，多様な仕事をこなして
いる。仕事の範囲を広げるように指導し，それを実施していることがうかがえる。会社紹介のビデ
10
オでは，マプトに企業内の技能訓練所があり，そこでオペレーターを就業前に訓練するとともに，
メンテナー（保全を担当する熟練工）を育成していた。アーチザン（artisan）を育成するという説
明がビデオでもあった。南アフリカのアーチザンは，Fitter や Setterという熟練工の資格取得者を
さす用語である。モザンビークのモザール社も同じように社内に熟練工育成制度を備えていた。
次に，賃金制度について聞いた。欧州型の職務給か日本型の職能給かを聞きたかったのである。
アフリカでは，労働組合は欧州型の産業別労働組合となっており，賃金はやはり欧州型の職務給が
支配的である。この工場でも産業別労働組合が組織されている。それで職務給を想定したが，答え
は複雑で，制度的には職務給だが，実際は職能給的な運用が行われているようだ。現場従業員の賃
金はA，B，Cの３ランクがあった。各ランクには，それぞれ３つの区分があるという答えであった。
この等級ごとに賃金が決まり，例えば，A１ランクのオペレーターは，全員同額である。それゆえ，
これだけ見ると仕事別に賃金が決まる職務給なのだが，昇格はスキルと勤続年数を基準としている。
その点を説明すると，後に会社記録を確認していただいた際に，合計６つのキャリア・パス・レベ
ルがあるとの返事が来た。すなわちA３，A２，A１，B，C２，C１の６つのグレードがあり，入
社後のスタートは，C１から始まる。そして目安として約10年で，C１からA２グレードになると
いう。昇格は，スキルと勤続年数で決まるという。スキルの決め手は，コンピテンシー・モジュー
ル（competency module）の完了によるという答えが，会社記録の確認の際返ってきた。南アフリ
カ共和国では，モジュールという言葉で，技能の教育訓練計画を示す。賃金ランクごとにモジュー
ルがあり，それを習得すると賃金レベルが上がるのである。モザールはそれと同じなのである。そ
の理由はビリトンが南アフリカから導入したものなのかもともとモザンビークの制度が南アフリカ
と同じなのか不明であるが，技能の習熟レベルが昇格の条件になっていることは間違いない。
そこで，賃金の支払いには査定があるのかと聞くと，あるという。しかし詳しく聞くとそれは，
等級で決まる基本給を規定するものではなく，ボーナス額を規定するものである。それゆえ，例え
ば，A１ランクのオペレーターは，基本給は全員同額である。そのうえで，ボーナスについては，
個々人のパフォーマンスによりそれぞれ金額が異なるのである。なおここで基本給は月給の全額を
規定するものであり，日本のように基本給の上に各種の賃金が上乗せされる複雑な賃金体系ではな
い。筆者が，ボーナスの説明上使ったにすぎない。
そしてさらに面白いことに，現場労働者をアワリーとは呼んでいなかった。経営者側が設定した
のであろう，賃金は時間給ではなく，全員が月給制であった。そしてオペレーターとメンテナーに
は，時間外勤務手当を支払うという。こうして職務給に能力給的要素をボーナスと昇格に加えてい
るのである。そして現場労働者もホワイトカラー層と同じように月給制としており，アワリー扱い
ではない。この賃金制度は，現場労働者への多能工化の要請と整合性がある。
なお，オペレーターとメンテナーには，同じA，B，Cの賃金ランクがありメンテナーの方がや
や高い。欧州型の賃金制度を取り入れた場合この格差は当然の措置であるが，工業化に後れたアフ
リカでは機械装置のメンテナーはとりわけ少ないので，その賃金が高くなるのは，合理的である。
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（３）品質管理と保全
製錬所の作業は装置に依存する度合いが大きいが，製品の品質は各工程でチェックする必要があ
る。例えば，最後のキャスト・ハウスでは，アルミニウムを鋳型に流し込むのであるが，そのさい
泡があると固化したときにアルミニウムに空洞ができてしまう。空洞があると加工した際に，不良
品になるのである。品質管理のシステムは，中央品質管理室と現場における品質チェックの両方で
ある。そして現場では，機械装置による品質チェック，そしてインスペクターによる品質チェック
と評価を行う。そして品質専門部門ばかりでなく，オペレーターも前述のように品質に責任があり，
現場で品質測定やミーティングを行う。BAOSによって，チームが自ら設定した目標に従って，毎
日成果をフォローしている。
メンテナーは社内で育成する。そのための訓練センターがあり，そこで教育訓練プログラムに従
って育成している。おそらくは操業開始当初には熟練工を外部から採用したものと思われるが，保
全要員の内部育成方針なのである。メンテナーは外部のコントラクトを含めて250名である。
なお，現場従業員は，SV，オペレーターそしてメンテナーからなり，合計約800名である。従業
員1,200名のうち３分の２が現場従業員となる。工場現場の勤務形態は，24時間操業の４組２交代
制で，１シフト当たり労働時間は12時間である。残念ながら，シフトの継続勤務日数は聞けなか
ったが，４組２交替制で一日の勤務時間は12時間となり，国際標準からすれば長い。もし勤務形
態を４組３交替制とすれば，１日の勤務時間は８時間とすることが可能であるが，それには，シフ
トを交替する必要がある。ところがモザールでは，シフトは基本的には固定性である。シフトはそ
の国の習慣によることが多い。固定性の国と変動制の国があるが，モザンビークは固定性なのかも
しれない。
（注７）BHPビリトン社の資料，Reports & Presentations, Aluminium Customer Sector Group, 18 Nov., 2003 は，
アルミニウム部門が，目標管理を実践していることを示している。すなわち，Plan →Action→ 
Measure→Target，の図を掲げて四つのサイクルを回すと説明している。日本のPDCAとは幾分異なる
が，内容は同じものと言える。BHPビリトン社のホームページよる。アクセス日は，2012年１月10日。
４．CSR活動
モザール社は，CSR活動を重視している。これはプロジェクトの承認の際，モザンビーク政府か
ら会社に与えられた条件となっていたという。また世界銀行グループは，資金融資をおこなうさい，
環境と社会問題を考慮し取り組むことを要請する。こうしてモザール社には，政府および世界銀行
グループから地域社会への貢献を要請されているのであるが，積極的にその課題に応えている。モ
ザール社は，2000年に資金を拠出して地域貢献を行う団体であるMCDT （MOZAL Community 
Development Trust) を設立した。MCDTが事業案を提案し，モザール社の取締役会で承認する。
事業資金はモザール社から出るが，2011年度は約２億円である。モザール社の業績によって事業
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資金は異なる。工場の半径20 km以内の範囲で，取締役会で承認された戦略に基づき，学校（中高
等学校，工業専門高校）の設立，病院・エイズホスピスの設立，農業支援事業，住民の事業支援等
をおこなうのである。MCDTの従業員は９名おり，当日は従業員のモニカさんに，案内していただ
いた（注８）。
多数ある施設の中で，ネルソン・マンデラ中高等学校（Nelson Mandela Secondary School）を
訪問した。校名の由来は，近隣住民の投票を募ったところ，アフリカに於いて国際的なイメージの
あるネルソン・マンデラという名前が選ばれたことによる。この学校は，MCDTが建設し，国が運
営する公立の中高等学校であり，先生は公務員である。モザンビークの学校制度では，Primary 
School は７年制であり，Secondary Schoolは８年生から12 年生までの生徒が学ぶ。この学校は先
生が75人，生徒が 2,789人で男女共学である。制服があり，授業料は個人負担である。教員室で校
長先生（女性）と面談した。このほか白衣を着た男性の教頭先生等と会った。
われわれは，日本人の先生が教える教室を訪問した（注９）。先生（若い女性）は，青年海外協力隊
から２年間の予定で派遣され，ここにきて５ヶ月目である。コンピューターのインストラクターと
し て， パ ソ コ ン の 操 作 を 教 え て い る。 科 目 名 称 は，TIC’s（Technology, Information, and 
Communication’s）であり，教室にはラップトップ型のコンピューターが 20 数台設置されている。
授業はワードの操作方法を教えていた。中学校の生徒が教室に入ってくるとき，生徒の方からわれ
われに握手を求めてきた。生徒の目が生き生きと輝いていることが印象的であった。生徒が着席し
たあと，先生が，生徒のあいさつを聞いてくださいと言うので，聞くと，「おはよう，元気，有難
う」と三つの日本語を全員が唱和した。学校の中では，生徒がわれわれに，「おはよう，こんにち
は」と日本語で声をかけてくる。この学校は設備などが整った良い学校なので，人気が高く越境入
学の希望者がいるという。
このほかMCDTは工業専門高校も設立した。車で移動する途中，MCDTが建設したエイズ患者
ホスピスを10棟ほど見掛けた。一般にアフリカでは政府機能が弱い。それゆえ，本来政府が行う
公共的な事業を企業が担うケースをよく聞いた。地域貢献は，企業がアフリカに進出する際に欠か
すことの出来ない重要な要素であろう。
（注８）IFCとIDAのモザール社への融資対象事業を紹介する。IFCは，二期にわたるモザールの設備投資への
融資のほか，MCDTと中小企業支援事業にも融資した。IDAは，モザール・プロジェクトにかかわって，
モザンビークにおける行政改革，インフラストラクチャーの開発，輸送事業の民営化，エネルギー供給
事業，そして中小企業育成事業など，広範囲な事業に資金を拠出した。
（注９）青年海外協力隊は JICA（Japan International Cooperation Agency，国際協力機構）が日本政府のODA
（Official Development Assistance，政府開発援助）予算により，開発途上国の発展に協力することを目
的に海外ボランティア事業の一環として行う事業である。農林水産，教育文化などの職種に，20，30歳
代の人を派遣している。モザンビークには，約50名派遣されている。
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おわりに
モザール社は，操業開始後10年を超え，操業状況は安定している。ここで改めて，二つの事実
発見について述べておきたい。ひとつはモザール社が日本の生産システムとよく似た工場管理を行
っていることである。目標管理，熟練工の社内養成，現場労働者の多能工化，賃金の全員月給制，
などである。従業員の技能水準を聞くことはできなかったが，企業内における技能形成の方向は確
認できた。熟練工から一般工まで企業内で育成し，賃金や昇進の制度も技能向上を促し得るもので
あった。そこで日本のシステムと良く似た制度を持つにいたった理由を考えると，二つの要因を想
定できる。ひとつは，親会社のBHPビリトン社である。現地人経営者によれば，新しい会社なの
で伝統にこだわらず新たな施策をいろいろ導入した結果，こうなったと説明した。モザール社の経
営者の答えはそれであった（注10）。もうひとつは，モザンビークの経営環境要因である。工業化の後
れ故に，モザール社は外部労働市場に多くを期待できないので従業員を内部で育成せざるを得ない。
そして現地人は企業内の技能形成に期待するし，協力しながら仕事を実行する志向がありそうだ。
そのことはまた，アフリカ，モザンビークの地においても，企業内の教育訓練を重視する日本の生
産システムが受容される土壌が存在することを示している（注11）。　
第二の事実発見は，モザール社が，CSR活動を積極的に推進していることである。アフリカでは，
政府が行政機能を十分果たしえない。それゆえ，雇用主体である企業が，従業員の健康や福祉に特
別な配慮をする必要がある。これは，アフリカに進出する日本企業にとって，参考になるケースで
ある。
最後に，モザール社の経営成果を確認しておきたい。モザール社は独立の企業なのだが，非上場
である為，財務諸表の公表は義務付けられていない。それゆえ，断片的な情報から成果を推測する
しかないが，生産量は，ほぼ生産能力相当を達成している。モザール社では株主は出資比率に応じ
て，生産物を引き取り販売する。BHPビリトン社の生産年報（Production Report）には，アルミニ
ウムの工場別生産量が掲載されている。そこには，モザール社のBHPビリトン社への帰属生産量
を掲載している。この生産量からBHPビリトンの出資比率47％をもとにモザール社の総生産量を
計算する。BHPビリトン社の2010年の生産年報に掲載されたモザール社の生産量は259,000トンで
あり，出資比率で総生産量を計算すると551,000トンとなる。2011年は264,000であり同じく総生産
量は562,000トンとなる。それゆえモザール社は，年間生産能力560,000トンとほぼ同じ量を生産し
ているのである（注12）。
（注10）かつて英国人研究者が，英国産業の日本化（ジャパナイゼーション）を述べた際に，米国生まれの人
的資源管理の手法が欧州に紹介されていたことが，日本システム導入の機能上の等価になったと言った
（Oliver & Wilkinson, 1992：175）。それと同じではないが多国籍企業が進出先において海外から先進的
な管理システムを移転したところ，結果的にあるいは無意識的に日本のシステムと類似したものを制度
化したケースである。BHPビリトン社は，アルミニウム部門だけでも，南アフリカ，オーストラリア，
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そしてブラジルに生産拠点を持っており，生産システムについて広く情報を収集することが可能である。
モザール社のモザンビーク経済への貢献は，国際的に通用する管理システムを備えたことにあるといえ
る。モザンビークの他企業にとって組織能力を学習するモデルとなりうるのである。モザール社と取引
のある現地企業の学習，モザール社から現地企業への従業員の転職，などのルートを通して管理技術は
移転しうる。
（注11）われわれは，南アフリカ共和国の自動車産業で，日本の生産システムの移転を確認した。2010年と
2011年の現地調査において，日本企業（トヨタと日産）ばかりでなく，VW，メルセデス・ベンツ，
GM，といった欧米系組立企業，さらには現地部品メーカーそして労働組合を訪問した。それらの企業
は，日本のシステムを意識的に導入していた。すくなくとも南アフリカの自動車産業においては，日本
の生産システムはモデルとなっていた。この事実発見については，別の機会に改めて説明したい。
（注12）ＢＨＰビリトン社の生産年報（2010年，2011年）より。
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